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理事および監事の氏名および役職名

代表理事・常勤理事・参事の兼職の状況
労働金庫法第 35 条（兼職又は兼業の制限）第 1 項の「内閣総理大臣及び厚生
労働大臣の認可」を受けて兼職または兼業を行っている常勤役員等はおりません。
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（注）1.●印は代表理事です。
2.★印で表示をしております監事は、労働金庫法第32条第4項に規定する
監事です。
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⑴　金庫は、「ろうきんの理念」のもと、「経営方針」において「コンプライアンス
経営の継続実践」を基本方針の一つに掲げており、コンプライアンスの徹底
とコンプライアンス体制の一層の強化を図ることとしている。

⑵　また、この経営方針に則り、コンプライアンスを経営上の重要課題の一つと
位置づけ、理事が率先してコンプライアンス態勢の確立に取組むことを基本
方針とする「コンプライアンス基本規程」を定めるとともに、当金庫役職員
が遵守すべき事項を「東北労働金庫倫理綱領」として定め、これを全役職員
に周知し遵守することとしている。

⑶　理事会については「理事会規程」を定め、月1回これを開催することを原則
とし、その他必要に応じて随時開催して、理事間の意思疎通を図るとともに
相互に業務執行を監督する。

⑷　理事の職務執行については、監事会の定める「監事監査規程」に基づき監査
対象になっている。

⑴　理事会は、金庫および子会社における業務の適正を確保するための体制を構
築するものとする。

⑵　経営管理については、「子会社管理規程」に基づき子会社経営の管理を行い、
必要に応じてモニタリングを行うものとする。また、金庫と子会社間で定期
協議会を設置し、金庫としての経営方針の伝達や経営状況の把握を行うもの
とする。

⑶　理事は、子会社において、法令違反その他コンプライアンスに関する重要な
事項を発見した場合には、監事に報告するものとする。

⑷　当金庫は、子会社の管理および指導に関する事項を所管する部門を定め、
当該部門が子会社の業務を所管する他の部門と連携し、経営および業務運
営の状況等について、把握・分析および指導・支援を実施している。

⑸　監査部は、「内部監査規程」及び｢関連会社内部監査実施要領｣に基づき子会
社監査を実施している。

⑹　コンプライアンス統括部は、子会社よりコンプライアンスの遂行状況等につ
いて、必要に応じて都度、報告を受けるものとする。

⑺　監事は、当金庫およびその子会社において適切な内部管理体制が整備されて
いるかに留意し、子会社の経営管理態勢および内部管理態勢の状況等につい
て、必要に応じて調査等を行うほか、取締役の職務執行状況を監査している。

⑴　金庫は、財務の健全性を確保する観点から①市場リスク、②信用リスク、③流
動性リスクを、また、業務の適切性の観点から、①事務リスク、②システムリ
スク、③法務リスク、④オペレーショナルリスク他を認識し、その把握と管理、
個々のリスクについて管理する体制を整備する。

⑵　リスク管理体制の基礎になる「リスク管理規程」を定め、個々のリスクについ
ての管理部署および管理責任者を決定し、リスク管理方針の策定・リスクの
統括管理等を行う企画委員会をはじめ、コンプライアンス委員会、業務委員
会を設置し、リスク管理規程の運用状況を確認・検証する。

⑶　不測の事態が発生した場合に備え、「コンティンジェンシープラン」（緊急時対
応計画 )では 、迅速かつ効率的に必要な業務の復旧を行うための対応方針
等を定めている。また、同規程に基づいた危機対策本部を設置し、迅速な対
応により損失の拡大を最小限にとどめる体制を整えている。

⑷　反社会的勢力による被害を防止するため、一元的な管理態勢を構築し、万一
反社会的勢力による不当な要求を受けた場合に備え、適切な対応を行うため
の規程等を整備し、これを全役職員に周知する。

3．当金庫の損失の危険の管理に関する規程その他の体制
⑴　監事補助者は、監事の指揮命令に基づき執行を行うこととし、監事以外の者
からの指揮命令を受けないものとする。

⑵　監事補助者の任命、解任、人事異動、賃金等の改定については、監事の同
意を得ることとする。

8．前号の職員の理事からの独立性に関する事項

⑴　当金庫の理事および職員が当金庫の監事に報告をするための体制
イ　監事全員が理事会に出席するとともに、常勤監事は常務会、企画委員会、
コンプライアンス委員会等重要な会議に出席し報告を受け、意見を述べ
ることができる。 

ロ　重要な稟議書、事務過誤報告、苦情報告等は常勤監事に回付することと
し、常勤監事はこれらに意見を付すことができる。

ハ　また、前記にかかわらず、監事監査規程に基づき、監事はいつでも必要
に応じて理事および職員に対して報告を求めることができるものとする。

ニ　当金庫は、役職員が法令違反その他コンプライアンス上の問題を直接
通報することのできる内部通報制度として、弁護士等を情報受領者に加
えたコンプライアンス・ホットライン制度を整備している。

⑵　当金庫の子会社の取締役、監査役、その他これらの者に相当する者および職員
またはこれらの者から報告を受けた者が当金庫の監事に報告をするための体制
イ　当金庫の子会社の管理および指導に関する事項を所管する部門は、子

会社が本会に提出する報告書等を常勤監事に回付している。

10．当金庫の監事への報告に関する体制

6．当金庫およびその子会社が一体として
業務の適正を確保するための体制

⑴　金庫は、監事会が制定した「監事監査規程」に基づき、金庫職員から監事会
事務局に専任の監事補助者を任命する。

7．当金庫の監事がその職務を補助すべき職員を置くことを
求めた場合における当該職員に関する事項

⑴　監事は、監事補助者の業務執行者からの独立性の確保に努めるものとし、必
要な指揮命令権が不当に制限されていると認められる場合には金庫の代表理
事に対して必要な要請を行う。

9．当金庫の監事の第7号の職員に対する指示の
実効性の確保に関する事項

⑴　当金庫は、「内部通報（コンプライアンス・ホットライン）に関する規程」を定め、
また子会社との間で報告、通報等を行ったこと（報告、通報等に協力したこと
を含む。）を理由とするいかなる不利益取扱いを行うことを禁止している。

11．前項の報告をした者が当該報告をしたことを理由として
不利な取扱いを受けないことを確保するための体制

⑴　監事は、職務の執行上必要と認める費用についてあらかじめ予算を計上する。
また、緊急または臨時に支出した費用については、事後、当金庫に償還を請
求することができるものとする。

12．当金庫の監事の職務の執行について生ずる費用の前払または償還の手続その他の
当該職務の執行について生ずる費用ならびに債務の処理に係る方針に関する事項

⑴　監事は、会計監査人から監査計画の概要を受領し、会計監査人が把握した
内部統制システムの状況、リスクの評価および監査重点項目等について説明
を受け、意見交換を行うものとする。

⑵　また、必要に応じて会計監査人の往査および監査講評に立ち会うほか、会計監
査人に対し監査の実施経過について、適宜報告を求めることができるものとする。

以上

13．その他当金庫の監事の監査が実効的に
行われることを確保するための体制

⑴　理事の職務執行に係る情報（総会・理事会・常務会・各種委員会議事録、
稟議書など）については、「理事会規程」「常務会規程」「理事会専門委員会
規程」や「文書取扱管理規程」等に基づき作成する。

⑵　記録文書は、「保存文書取扱規程」に基づき、文書種類ごとに定められた期間、
適切に保存・管理し、必要に応じて閲覧可能な状態を維持する。

⑶　監事は、理事の職務の執行状況も監査している。

2．当金庫の理事の職務執行に係る情報の保存
および管理に関する体制

⑴　理事の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制の基礎とし
て、理事会を原則として月1回定期に開催するほか、必要に応じ随時開催す
るものとし、経営方針や経営戦略など重要事項については、事前に理事長、
副理事長、専務理事および常務理事からなる常務会において議論を行い、
その審議を経て執行決定を行う。

⑵　理事会の決定に基づく業務執行については、「代表理事職務権限規程」、「常
務会規程」、「業務組織図」および「職務権限規程」において、それぞれの責任、
執行手続きの詳細について定める。

4．当金庫の理事の職務の執行が効率的に
行われることを確保するための体制

⑴　「ろうきんの理念」のもと、コンプライアンス体制の基礎として、「経営方針」、
「コンプライアンス基本規程」および「東北労働金庫倫理綱領」を定めるとと
もに、コンプライアンス体制について、ディスクロージャー誌等により開示
する。

⑵　理事長を委員長とするコンプライアンス委員会を設置し、コンプライアンス
体制の構築・維持・向上を図る。

⑶　内部監査部門として、執行部門から独立した監査部を置くとともに、コンプ
ライアンス統括部門として、コンプライアンス統括部を設置する。

⑷　理事は、金庫における重大な法令違反その他コンプライアンスに関する重要
な事実を発見した場合には、直ちに監事に報告するものとし、遅滞無く常務
会および理事会に報告するものとする。

⑸　当金庫は、コンプライアンスを実現させるために、教育・研修計画等を含む
コンプライアンス・プログラムを策定し、組織全体に周知のうえ実践して
いる。

⑹　役職員が法令違反その他コンプライアンス上の問題を直接通報できる内部報
告システムとして、コンプライアンス統括部、常勤監事を情報受領者とする
ホットライン制度を整備する。

⑺　監事は、金庫のコンプライアンス体制および内部報告システムの運用を監
視・検証し、問題があると認めるときは、意見を述べるとともに、改善策の
策定を求めることができるものとする。

5．職員の職務の執行が法令及び定款に
適合することを確保するための体制
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（注）1.●印は代表理事です。
2.★印で表示をしております監事は、労働金庫法第32条第4項に規定する
監事です。
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⑴　金庫は、「ろうきんの理念」のもと、「経営方針」において「コンプライアンス
経営の継続実践」を基本方針の一つに掲げており、コンプライアンスの徹底
とコンプライアンス体制の一層の強化を図ることとしている。

⑵　また、この経営方針に則り、コンプライアンスを経営上の重要課題の一つと
位置づけ、理事が率先してコンプライアンス態勢の確立に取組むことを基本
方針とする「コンプライアンス基本規程」を定めるとともに、当金庫役職員
が遵守すべき事項を「東北労働金庫倫理綱領」として定め、これを全役職員
に周知し遵守することとしている。

⑶　理事会については「理事会規程」を定め、月1回これを開催することを原則
とし、その他必要に応じて随時開催して、理事間の意思疎通を図るとともに
相互に業務執行を監督する。

⑷　理事の職務執行については、監事会の定める「監事監査規程」に基づき監査
対象になっている。

⑴　理事会は、金庫および子会社における業務の適正を確保するための体制を構
築するものとする。

⑵　経営管理については、「子会社管理規程」に基づき子会社経営の管理を行い、
必要に応じてモニタリングを行うものとする。また、金庫と子会社間で定期
協議会を設置し、金庫としての経営方針の伝達や経営状況の把握を行うもの
とする。

⑶　理事は、子会社において、法令違反その他コンプライアンスに関する重要な
事項を発見した場合には、監事に報告するものとする。

⑷　当金庫は、子会社の管理および指導に関する事項を所管する部門を定め、
当該部門が子会社の業務を所管する他の部門と連携し、経営および業務運
営の状況等について、把握・分析および指導・支援を実施している。

⑸　監査部は、「内部監査規程」及び｢関連会社内部監査実施要領｣に基づき子会
社監査を実施している。

⑹　コンプライアンス統括部は、子会社よりコンプライアンスの遂行状況等につ
いて、必要に応じて都度、報告を受けるものとする。

⑺　監事は、当金庫およびその子会社において適切な内部管理体制が整備されて
いるかに留意し、子会社の経営管理態勢および内部管理態勢の状況等につい
て、必要に応じて調査等を行うほか、取締役の職務執行状況を監査している。

⑴　金庫は、財務の健全性を確保する観点から①市場リスク、②信用リスク、③流
動性リスクを、また、業務の適切性の観点から、①事務リスク、②システムリ
スク、③法務リスク、④オペレーショナルリスク他を認識し、その把握と管理、
個々のリスクについて管理する体制を整備する。

⑵　リスク管理体制の基礎になる「リスク管理規程」を定め、個々のリスクについ
ての管理部署および管理責任者を決定し、リスク管理方針の策定・リスクの
統括管理等を行う企画委員会をはじめ、コンプライアンス委員会、業務委員
会を設置し、リスク管理規程の運用状況を確認・検証する。

⑶　不測の事態が発生した場合に備え、「コンティンジェンシープラン」（緊急時対
応計画 )では 、迅速かつ効率的に必要な業務の復旧を行うための対応方針
等を定めている。また、同規程に基づいた危機対策本部を設置し、迅速な対
応により損失の拡大を最小限にとどめる体制を整えている。

⑷　反社会的勢力による被害を防止するため、一元的な管理態勢を構築し、万一
反社会的勢力による不当な要求を受けた場合に備え、適切な対応を行うため
の規程等を整備し、これを全役職員に周知する。

3．当金庫の損失の危険の管理に関する規程その他の体制
⑴　監事補助者は、監事の指揮命令に基づき執行を行うこととし、監事以外の者
からの指揮命令を受けないものとする。

⑵　監事補助者の任命、解任、人事異動、賃金等の改定については、監事の同
意を得ることとする。

8．前号の職員の理事からの独立性に関する事項

⑴　当金庫の理事および職員が当金庫の監事に報告をするための体制
イ　監事全員が理事会に出席するとともに、常勤監事は常務会、企画委員会、
コンプライアンス委員会等重要な会議に出席し報告を受け、意見を述べ
ることができる。 

ロ　重要な稟議書、事務過誤報告、苦情報告等は常勤監事に回付することと
し、常勤監事はこれらに意見を付すことができる。

ハ　また、前記にかかわらず、監事監査規程に基づき、監事はいつでも必要
に応じて理事および職員に対して報告を求めることができるものとする。

ニ　当金庫は、役職員が法令違反その他コンプライアンス上の問題を直接
通報することのできる内部通報制度として、弁護士等を情報受領者に加
えたコンプライアンス・ホットライン制度を整備している。

⑵　当金庫の子会社の取締役、監査役、その他これらの者に相当する者および職員
またはこれらの者から報告を受けた者が当金庫の監事に報告をするための体制
イ　当金庫の子会社の管理および指導に関する事項を所管する部門は、子

会社が本会に提出する報告書等を常勤監事に回付している。

10．当金庫の監事への報告に関する体制

6．当金庫およびその子会社が一体として
業務の適正を確保するための体制

⑴　金庫は、監事会が制定した「監事監査規程」に基づき、金庫職員から監事会
事務局に専任の監事補助者を任命する。

7．当金庫の監事がその職務を補助すべき職員を置くことを
求めた場合における当該職員に関する事項

⑴　監事は、監事補助者の業務執行者からの独立性の確保に努めるものとし、必
要な指揮命令権が不当に制限されていると認められる場合には金庫の代表理
事に対して必要な要請を行う。

9．当金庫の監事の第7号の職員に対する指示の
実効性の確保に関する事項

⑴　当金庫は、「内部通報（コンプライアンス・ホットライン）に関する規程」を定め、
また子会社との間で報告、通報等を行ったこと（報告、通報等に協力したこと
を含む。）を理由とするいかなる不利益取扱いを行うことを禁止している。

11．前項の報告をした者が当該報告をしたことを理由として
不利な取扱いを受けないことを確保するための体制

⑴　監事は、職務の執行上必要と認める費用についてあらかじめ予算を計上する。
また、緊急または臨時に支出した費用については、事後、当金庫に償還を請
求することができるものとする。

12．当金庫の監事の職務の執行について生ずる費用の前払または償還の手続その他の
当該職務の執行について生ずる費用ならびに債務の処理に係る方針に関する事項

⑴　監事は、会計監査人から監査計画の概要を受領し、会計監査人が把握した
内部統制システムの状況、リスクの評価および監査重点項目等について説明
を受け、意見交換を行うものとする。

⑵　また、必要に応じて会計監査人の往査および監査講評に立ち会うほか、会計監
査人に対し監査の実施経過について、適宜報告を求めることができるものとする。

以上

13．その他当金庫の監事の監査が実効的に
行われることを確保するための体制

⑴　理事の職務執行に係る情報（総会・理事会・常務会・各種委員会議事録、
稟議書など）については、「理事会規程」「常務会規程」「理事会専門委員会
規程」や「文書取扱管理規程」等に基づき作成する。

⑵　記録文書は、「保存文書取扱規程」に基づき、文書種類ごとに定められた期間、
適切に保存・管理し、必要に応じて閲覧可能な状態を維持する。

⑶　監事は、理事の職務の執行状況も監査している。

2．当金庫の理事の職務執行に係る情報の保存
および管理に関する体制

⑴　理事の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制の基礎とし
て、理事会を原則として月1回定期に開催するほか、必要に応じ随時開催す
るものとし、経営方針や経営戦略など重要事項については、事前に理事長、
副理事長、専務理事および常務理事からなる常務会において議論を行い、
その審議を経て執行決定を行う。

⑵　理事会の決定に基づく業務執行については、「代表理事職務権限規程」、「常
務会規程」、「業務組織図」および「職務権限規程」において、それぞれの責任、
執行手続きの詳細について定める。

4．当金庫の理事の職務の執行が効率的に
行われることを確保するための体制

⑴　「ろうきんの理念」のもと、コンプライアンス体制の基礎として、「経営方針」、
「コンプライアンス基本規程」および「東北労働金庫倫理綱領」を定めるとと
もに、コンプライアンス体制について、ディスクロージャー誌等により開示
する。

⑵　理事長を委員長とするコンプライアンス委員会を設置し、コンプライアンス
体制の構築・維持・向上を図る。

⑶　内部監査部門として、執行部門から独立した監査部を置くとともに、コンプ
ライアンス統括部門として、コンプライアンス統括部を設置する。

⑷　理事は、金庫における重大な法令違反その他コンプライアンスに関する重要
な事実を発見した場合には、直ちに監事に報告するものとし、遅滞無く常務
会および理事会に報告するものとする。

⑸　当金庫は、コンプライアンスを実現させるために、教育・研修計画等を含む
コンプライアンス・プログラムを策定し、組織全体に周知のうえ実践して
いる。

⑹　役職員が法令違反その他コンプライアンス上の問題を直接通報できる内部報
告システムとして、コンプライアンス統括部、常勤監事を情報受領者とする
ホットライン制度を整備する。

⑺　監事は、金庫のコンプライアンス体制および内部報告システムの運用を監
視・検証し、問題があると認めるときは、意見を述べるとともに、改善策の
策定を求めることができるものとする。

5．職員の職務の執行が法令及び定款に
適合することを確保するための体制

理 事
理 事
理 事
理 事
理 事
理 事
常 勤 監 事
監 事
監 事
監 事
監 事
監 事
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理 事 長
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常務理事（青森県本部長）
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1．当金庫の理事の職務の執行が法令および
定款に適合することを確保するための体制

営
業
統
括
部

伊藤　啓志
森　　伊織
佐々木  　繁
長谷川  利夫
中 村　　徹
讃岐　敏 雄
内 村　隆 志
金田一  文紀
加島　勇悦
黒　  保樹
丹 野　　忍
今野　　泰
金沢　秀樹
中 野　　隼
伊藤　裕一
佐藤　丈治
鈴木　寿子
針生　勝美
杉 山　　剛
八重柏  仁志
佐 藤　　学
井上　正克
齋藤　洋次

自治労宮城県本部
自治労山形県本部
員  外
員  外
員  外
員  外
自治労青森県本部
岩手県教職員組合
情報労連宮城県協議会
情報労連秋田県協議会
情報労連山形県協議会
自治労福島県本部
東北電力労働組合青森県本部
JP労組東北地方本部青森連絡協議会
自治労岩手県本部
デンソー岩手労働組合
岩手県医療局労働組合
宮城交通労働組合
トヨタ自動車東日本労働組合
宮城県高等学校・障害児学校教職員組合
自治労秋田県本部
UAゼンセン秋田県支部
交通労連山形県支部

納 富　　聡
柿崎　隆 英
宮本　菜 穂
瀬戸　禎子
大 内　　仁
吉田　幸 彦
佐藤　賀之
保田　武 利
藤本　　誠
加藤　忠浩
蒲原　清天
高橋　直人
紺野　照雄
小野　辰也

JAM南東北山形県連絡会
電機連合山形地域協議会 
JP労組東北地方本部福島連絡協議会
福島県教職員組合
員  外
員  外
員  外
UAゼンセン青森県支部
情報労連岩手県協議会
東北電力労働組合秋田県本部
UAゼンセン山形県支部
堺化学労働組合小名浜支部
員  外
員  外
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内　　容月年 内　　容月年 内　　容月年 内　　容月年

当金庫のあゆみ
TOHOKU ROKIN DISCLOSURE 2022

当金庫のあゆみ
TOHOKU ROKIN DISCLOSURE 2022

11月 「NPO事業サポートローン」取扱開始
2008年 7 月 原町支店新店舗オープン

9月 「イオン銀行ATM提携サービス」開始
12月 「就職安定資金融資」取扱開始

2009年 2 月 「ろうきん緊急生活支援ローン（セーフティローン）」
取扱開始

3月 「ろうきん緊急離職者生活支援ローン（セーフティ
ローンⅡ）」取扱開始

 山形北支店新店舗オープン
4月 「労金住宅ローン専用火災共済」取扱開始
6月 久慈支店新店舗オープン
7月 インターネットバンキング利用手数料の無料化
8月 「訓練・生活支援資金制度」取扱開始
12月 中小企業等金融円滑化法施行

2010年 2 月 富岡支店新店舗オープン
3月 ローンセンター山形、ローンセンター平を開設
10月 視覚障がいのある方に対する窓口利用の振込手数

料を引下げ
11月 北上支店、ローンセンター北上新店舗オープン

2011年 2 月 石巻支店、長町支店新店舗オープン
3月 豪雪被害に対する災害ローン適用開始
 東日本大震災に対する「特別措置」開始、「特別災
害ローン」取扱開始

4月 福島西支店廃止、福島支店に統合
 秋田駅前支店廃止、秋田支店に統合
 山形南支店廃止、山形支店に統合

5月 東日本大震災に対する「特別災害ローンⅡ」「特別災
害ローン（不動産担保）」取扱開始

 ｢技能者育成資金融資制度｣取扱開始
 青森東支店を青森東出張所とし、青森支店に統合
 「復興支援定期預金」発売

8月 ローンセンター長町・ローンセンター福島を開設
 新潟・福島豪雨災害に対する災害ローン取扱開始
 住宅ローン+既存目的型ローン５００万円の導入
 インターネットバンキングによる住宅ローン繰上償
還手数料の無料化

10月 「相談会予約システム」の導入
 台風 15号災害に対する災害ローン取扱開始
 「求職者支援資金融資制度」取扱開始

11月 高田支店プレハブ店舗オープン
 水沢支店・江刺支店を統合し奥州支店を開設

2012年 2 月 1 月～ 2月大雪災害に対する災害ローン取扱開始
4月 「新マイプラン」取扱開始
 塩釜支店・多賀城支店を統合し新塩釜支店を開設
  強風災害に対する災害ローン取扱開始

8月 新「ドリームライン定期預金」発売
10月 社会貢献目的預金「ふれ愛預金」発売

 「東北ろうきん復興支援助成金制度」創設
2013年 4 月 ローンセンター郡山を開設

8月 秋田・岩手大雨被害に対する災害ローン取扱開始
10月 東北労働金庫創立 10周年記念祝賀会

2014年 1 月 「全国ろうきん新オンラインシステム（アール・ワン
システム）」スタート

 少額投資非課税制度「NISA（日本版ISA）」スタート
2月 「全期間固定金利型住宅ローン」発売
3月 「ドリームライン年金型（エース預金）」発売
4月 ローンセンター米沢、ローンセンター鶴岡、ローン

センター若松を開設
5月 福島県本部・福島支店・ローンセンター 福島新店

舗オープン
7月 ローンセンター泉を開設

1951年 10月 福島県労働金庫業務開始
12月 宮城労働金庫業務開始

1952年 8 月 秋田県労働金庫業務開始
11月 岩手労働金庫業務開始
12月 山形県労働金庫業務開始

1953年 9 月 青森県労働金庫業務開始
1955年 4 月 労働金庫連合会業務開始
1967年 10月 労働金庫基本理念決定
1972年 1 月 財形貯蓄制度発足「虹の預金」取扱開始
1979年 4 月 労金東北事務センター発足
1980年 10月 日本労働者信用基金協会設立
1982年 5 月 第 1次総合オンラインスタート
1984年 1 月 系統内為替取引業務開始
1985年 6 月 全国労金オンラインキャッシュサービス（ROCS）開始
1990年 7 月 全国キャッシュサービス（MICS）　　スタート
1991年 1 月 「サンデーバンキング」取扱開始
1992年 5 月 全国統一オンラインスタート
1994年 4 月 「国債の窓口販売業務」取扱開始
1996年 5 月 「ろうきん 21世紀への改革ビジョン」決定
1997年 5 月 労働金庫新理念決定
1998年 1 月 「郵貯ATM提携サービス」開始
1999年 8 月 「投信窓販業務」取扱開始
2000年 3 月 「デビットカードサービス」開始
2001年 3 月 「外貨宅配サービス」開始

6月 「東北 6労働金庫統合基本構想案」承認
10月 「インターネットモバイルバンキング」取扱開始

 「Epiカード」発売
2002年 3 月 「ろうきん新福祉定期預金」発売

6月 東北労働金庫「合併契約書」調印
9月 臨時総会（統合延期決定）

2003年 5 月 新オンラインシステムスタート
6月 東北労働金庫「合併契約書」再調印
 通常総会「東北労働金庫合併契約書」承認

9月 ろうきんプレスト倶楽部設立

2004年 1 月 「マルチペイメントネットワーク」業務開始
2月 黒石支店新店舗オープン
6月 「アイワイバンク銀行（現セブン銀行）ATM提携

サービス」開始
2005年 3月 「個人向け国債」取扱開始・「決済用預金」取扱開始

4月 ペイオフ全面解禁
2006年 1 月 「他行自動機手数料全額還元」スタート

 「四業態（労金、第二地銀、信金、信組）相互入金
制度」スタート

 「ろうきんフラット35」取扱開始
 「通帳不発行預金」取扱開始
 「住宅ローン火災保険の窓口販売業務」取扱開始

4月 「Keep1」発売
7月 「3大疾病保障特約+障害特約付住宅ローン」発売
 ろうきん 5R運動実施
 「育児支援ローン」発売

10月 鶴岡支店新店舗オープン
11月 山形支店新店舗オープン
12月 「アセットライン定期預金」発売

2007年 1 月 「ドリームライン定期預金」発売
3月 「スーパー Keep1」発売
4月 「固定金利選択住宅ローン（自動更新型）」取扱開始
6月 「マイプラン100」発売
7月 「インターネット東北支店」開設

害救援ローンの取扱開始
10月 令和元年台風第 19号に伴う災害に対する災害救援

ローンの取扱開始
 「ろうきんアプリ」の取扱開始
 「ろうきんダイレクト」インターネットバンキングお
よびろうきんインターネットバンキング（団体向け）
当日振込の取扱時間拡大

 10 店舗での窓口一時休業の試行開始
2020年 1月 スマホ決済サービス「LINE Pay」への口座登録開始

3月 11 店舗での窓口一時休業の本格導入
4月 スマホ決済サービス「J-Coin Pay」への口座登録

開始
 「新型コロナウイルス対応　ろうきん生活支援特別
融資」の取扱開始

 社会福祉協議会「緊急小口資金（特例貸付）」の取
次ぎ業務開始

5月 秋田市・盛岡市・宮城県・矢巾町との提携による
新型コロナウイルスに対応した自治体提携融資制度
の取扱開始

6月 大船渡支店新店舗オープン
 花巻市との提携による新型コロナウイルスに対応し
た自治体提携融資制度の取扱開始

7月 スマホ決済サービス「PayPay」への口座登録開始
 令和 2年 7月豪雨災害に対する災害救援ローンの
取扱開始

9月 郡山東支店仮店舗オープン
12月 横手市との提携による新型コロナウイルスに対応し

た自治体提携融資制度の取扱開始
2021 年 1 月 令和 3年 1月大雪災害に対する災害救援ローンの

取扱開始
2月 五所川原支店新店舗オープン
 令和 3年 2月福島県沖を震源とする地震に対する
災害救援ローンの取扱開始

4月 大船渡支店内「東北ろうきん　東日本大震災復興展
示室」一般公開開始

 秋田県との提携による新型コロナウイルスに対応し
た自治体提携融資制度の取扱開始

 「ろうきん後見制度支援預金」の取扱開始
 「マイプランパートナーズ」発売

5月 大船渡市との提携による新型コロナウイルスに対応
した自治体提携融資制度の取扱開始

6月 長井支店新店舗オープン
7月 令和 3年 7月 1日からの大雨による災害に係る災

害救援ローンの取扱い開始
8月 令和 3年台風第 9号から変わった温帯低気圧に伴

う大雨による災害に係る災害救援ローンの取扱い
開始

9月 Web完結型ローン（マイカー・フリー）の取扱開始
10月 団体会員限定変動金利型住宅ローン導入

 住宅ローン利用者への無担保ローン金利引下げ制
度開始

  スマホ決済サービス「Bank Pay」への口座登録
開始

2022 年 3 月 令和 4年福島県沖を震源とする地震による災害に
係る災害救援ローンの取扱い開始

4月 LGBTQに対応した融資商品の取扱開始
 ローン金利引下げ制度「サステナブルポイント」の
新設

5月 新たに23 店舗で窓口一時休業を導入（合計 34
店舗）

6月 マイカーローンを先行したリモート相談試行開始
（長井支店―LC米沢、五所川原支店―LC青森間）

 台風 8号災害に対する災害ローン取扱開始
9月 「ろうきんビジョン」策定

2015年 1 月 「マイプラン（カード不発行型）」発売
3月 ローンセンター石巻・プライベートセンター（青森・

盛岡・秋田・仙台・山形・福島）を新設
4月 「夫婦連生団信」「ダブル・フラット」「フラット35（リ

フォーム一体型）」取扱開始
7月 「東北ろうきん友の会」設立
9月 台風 18号等大雨災害に対する災害ローン取扱開始
10月 「ろうきん教育ローン（カード型）」取扱開始

2016年 1 月 「ろうきん点字通知サービス」開始
 「遺言信託・遺産整理」取次業務開始

3月 「VIEW ALTTE（ビューアルッテ）ATM提携サービ
ス」開始

 「イーネット、LANｓとの提携ATM」利用拡大
4月 東北 6県生協連との「緊急災害対策等に係る相互

連携協定」締結
5月 熊本地震に対する災害ローン取扱開始
 「相続定期預金」取扱開始

7月 ろうきん団信付帯サービス「MY生活応援ネット」
導入

 「ヘルスケアサポート」サービス利用開始
10月 奨学金借換え融資制度新設
11月 青森東出張所を青森支店に再編成
12月 米沢支店新店舗オープン

2017年 1 月 「ろうきん iDeCo（個人型年金プラン）」取扱開始
  協同組合がユネスコの「無形文化遺産」に登録

2月 田島支店を南会津代理店に移行
3月 小国支店を小国代理店に移行
4月 「ひまわり認知症治療保険」取扱開始
 「イオン銀行との提携ATM」利用拡大
 「ネット口座振替受付サービス」取扱開始

6月 仙台東支店新店舗オープン
7月 秋田県内を中心とした大雨災害に対する災害ローン

取扱開始
8月 インターネット投資信託のサービス開始
10月 「たんぽぽ認知症治療保険」取扱開始

  スマートフォンによる口座開設アプリのサービス開始
12月 「お客さま本位の業務運営に関する取組方針」策定

2018年 1 月 「つみたてNISA」取扱開始
2月 大曲支店新店舗オープン
3月 角館支店を大曲支店に再編成
5月 大館支店新店舗オープン
 プライベートセンター大館オープン
 鹿角支店・鷹巣支店を大館支店に再編成
 一関支店新店舗オープン

6月 千厩支店を一関支店に再編成
7月 平成 30年 7月豪雨（西日本豪雨）災害に対する災

害救援ローンの取扱開始
8月 盛岡北支店新店舗オープン
9月 沼宮内支店を盛岡北支店に再編成
10月 お客さまサービスセンター開設

 マイプランWeb完結型を導入
2019年 2 月 富岡支店を平支店・原町支店に再編成

3月 「ろうきん SDGs 行動指針」策定
６月 山形県沖を震源とする地震に対する災害救援ローン

の取扱開始
8月 東北ろうきんコープローンの取扱開始
 令和元年 8月の前線に伴う大雨災害に対する災害
救援ローンの取扱開始

9月 令和元年台風第 15号の影響による停電に対する災

 10 月 東北労働金庫誕生
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当金庫のあゆみ
TOHOKU ROKIN DISCLOSURE 2022

当金庫のあゆみ
TOHOKU ROKIN DISCLOSURE 2022

11月 「NPO事業サポートローン」取扱開始
2008年 7 月 原町支店新店舗オープン

9月 「イオン銀行ATM提携サービス」開始
12月 「就職安定資金融資」取扱開始

2009年 2 月 「ろうきん緊急生活支援ローン（セーフティローン）」
取扱開始

3月 「ろうきん緊急離職者生活支援ローン（セーフティ
ローンⅡ）」取扱開始

 山形北支店新店舗オープン
4月 「労金住宅ローン専用火災共済」取扱開始
6月 久慈支店新店舗オープン
7月 インターネットバンキング利用手数料の無料化
8月 「訓練・生活支援資金制度」取扱開始
12月 中小企業等金融円滑化法施行

2010年 2 月 富岡支店新店舗オープン
3月 ローンセンター山形、ローンセンター平を開設
10月 視覚障がいのある方に対する窓口利用の振込手数

料を引下げ
11月 北上支店、ローンセンター北上新店舗オープン

2011年 2 月 石巻支店、長町支店新店舗オープン
3月 豪雪被害に対する災害ローン適用開始
 東日本大震災に対する「特別措置」開始、「特別災
害ローン」取扱開始

4月 福島西支店廃止、福島支店に統合
 秋田駅前支店廃止、秋田支店に統合
 山形南支店廃止、山形支店に統合

5月 東日本大震災に対する「特別災害ローンⅡ」「特別災
害ローン（不動産担保）」取扱開始

 ｢技能者育成資金融資制度｣取扱開始
 青森東支店を青森東出張所とし、青森支店に統合
 「復興支援定期預金」発売

8月 ローンセンター長町・ローンセンター福島を開設
 新潟・福島豪雨災害に対する災害ローン取扱開始
 住宅ローン+既存目的型ローン５００万円の導入
 インターネットバンキングによる住宅ローン繰上償
還手数料の無料化

10月 「相談会予約システム」の導入
 台風 15号災害に対する災害ローン取扱開始
 「求職者支援資金融資制度」取扱開始

11月 高田支店プレハブ店舗オープン
 水沢支店・江刺支店を統合し奥州支店を開設

2012年 2 月 1 月～ 2月大雪災害に対する災害ローン取扱開始
4月 「新マイプラン」取扱開始
 塩釜支店・多賀城支店を統合し新塩釜支店を開設
  強風災害に対する災害ローン取扱開始

8月 新「ドリームライン定期預金」発売
10月 社会貢献目的預金「ふれ愛預金」発売

 「東北ろうきん復興支援助成金制度」創設
2013年 4 月 ローンセンター郡山を開設

8月 秋田・岩手大雨被害に対する災害ローン取扱開始
10月 東北労働金庫創立 10周年記念祝賀会

2014年 1 月 「全国ろうきん新オンラインシステム（アール・ワン
システム）」スタート

 少額投資非課税制度「NISA（日本版ISA）」スタート
2月 「全期間固定金利型住宅ローン」発売
3月 「ドリームライン年金型（エース預金）」発売
4月 ローンセンター米沢、ローンセンター鶴岡、ローン

センター若松を開設
5月 福島県本部・福島支店・ローンセンター 福島新店

舗オープン
7月 ローンセンター泉を開設

1951年 10月 福島県労働金庫業務開始
12月 宮城労働金庫業務開始

1952年 8 月 秋田県労働金庫業務開始
11月 岩手労働金庫業務開始
12月 山形県労働金庫業務開始

1953年 9 月 青森県労働金庫業務開始
1955年 4 月 労働金庫連合会業務開始
1967年 10月 労働金庫基本理念決定
1972年 1 月 財形貯蓄制度発足「虹の預金」取扱開始
1979年 4 月 労金東北事務センター発足
1980年 10月 日本労働者信用基金協会設立
1982年 5 月 第 1次総合オンラインスタート
1984年 1 月 系統内為替取引業務開始
1985年 6 月 全国労金オンラインキャッシュサービス（ROCS）開始
1990年 7 月 全国キャッシュサービス（MICS）　　スタート
1991年 1 月 「サンデーバンキング」取扱開始
1992年 5 月 全国統一オンラインスタート
1994年 4 月 「国債の窓口販売業務」取扱開始
1996年 5 月 「ろうきん 21世紀への改革ビジョン」決定
1997年 5 月 労働金庫新理念決定
1998年 1 月 「郵貯ATM提携サービス」開始
1999年 8 月 「投信窓販業務」取扱開始
2000年 3 月 「デビットカードサービス」開始
2001年 3 月 「外貨宅配サービス」開始

6月 「東北 6労働金庫統合基本構想案」承認
10月 「インターネットモバイルバンキング」取扱開始

 「Epiカード」発売
2002年 3 月 「ろうきん新福祉定期預金」発売

6月 東北労働金庫「合併契約書」調印
9月 臨時総会（統合延期決定）

2003年 5 月 新オンラインシステムスタート
6月 東北労働金庫「合併契約書」再調印
 通常総会「東北労働金庫合併契約書」承認

9月 ろうきんプレスト倶楽部設立

2004年 1 月 「マルチペイメントネットワーク」業務開始
2月 黒石支店新店舗オープン
6月 「アイワイバンク銀行（現セブン銀行）ATM提携

サービス」開始
2005年 3月 「個人向け国債」取扱開始・「決済用預金」取扱開始

4月 ペイオフ全面解禁
2006年 1 月 「他行自動機手数料全額還元」スタート

 「四業態（労金、第二地銀、信金、信組）相互入金
制度」スタート

 「ろうきんフラット35」取扱開始
 「通帳不発行預金」取扱開始
 「住宅ローン火災保険の窓口販売業務」取扱開始

4月 「Keep1」発売
7月 「3大疾病保障特約+障害特約付住宅ローン」発売
 ろうきん 5R運動実施
 「育児支援ローン」発売

10月 鶴岡支店新店舗オープン
11月 山形支店新店舗オープン
12月 「アセットライン定期預金」発売

2007年 1 月 「ドリームライン定期預金」発売
3月 「スーパー Keep1」発売
4月 「固定金利選択住宅ローン（自動更新型）」取扱開始
6月 「マイプラン100」発売
7月 「インターネット東北支店」開設

害救援ローンの取扱開始
10月 令和元年台風第 19号に伴う災害に対する災害救援

ローンの取扱開始
 「ろうきんアプリ」の取扱開始
 「ろうきんダイレクト」インターネットバンキングお
よびろうきんインターネットバンキング（団体向け）
当日振込の取扱時間拡大

 10 店舗での窓口一時休業の試行開始
2020年 1月 スマホ決済サービス「LINE Pay」への口座登録開始

3月 11 店舗での窓口一時休業の本格導入
4月 スマホ決済サービス「J-Coin Pay」への口座登録

開始
 「新型コロナウイルス対応　ろうきん生活支援特別
融資」の取扱開始

 社会福祉協議会「緊急小口資金（特例貸付）」の取
次ぎ業務開始

5月 秋田市・盛岡市・宮城県・矢巾町との提携による
新型コロナウイルスに対応した自治体提携融資制度
の取扱開始

6月 大船渡支店新店舗オープン
 花巻市との提携による新型コロナウイルスに対応し
た自治体提携融資制度の取扱開始

7月 スマホ決済サービス「PayPay」への口座登録開始
 令和 2年 7月豪雨災害に対する災害救援ローンの
取扱開始

9月 郡山東支店仮店舗オープン
12月 横手市との提携による新型コロナウイルスに対応し

た自治体提携融資制度の取扱開始
2021 年 1 月 令和 3年 1月大雪災害に対する災害救援ローンの

取扱開始
2月 五所川原支店新店舗オープン
 令和 3年 2月福島県沖を震源とする地震に対する
災害救援ローンの取扱開始

4月 大船渡支店内「東北ろうきん　東日本大震災復興展
示室」一般公開開始

 秋田県との提携による新型コロナウイルスに対応し
た自治体提携融資制度の取扱開始

 「ろうきん後見制度支援預金」の取扱開始
 「マイプランパートナーズ」発売

5月 大船渡市との提携による新型コロナウイルスに対応
した自治体提携融資制度の取扱開始

6月 長井支店新店舗オープン
7月 令和 3年 7月 1日からの大雨による災害に係る災

害救援ローンの取扱い開始
8月 令和 3年台風第 9号から変わった温帯低気圧に伴

う大雨による災害に係る災害救援ローンの取扱い
開始

9月 Web完結型ローン（マイカー・フリー）の取扱開始
10月 団体会員限定変動金利型住宅ローン導入

 住宅ローン利用者への無担保ローン金利引下げ制
度開始

  スマホ決済サービス「Bank Pay」への口座登録
開始

2022 年 3 月 令和 4年福島県沖を震源とする地震による災害に
係る災害救援ローンの取扱い開始

4月 LGBTQに対応した融資商品の取扱開始
 ローン金利引下げ制度「サステナブルポイント」の
新設

5月 新たに23 店舗で窓口一時休業を導入（合計 34
店舗）

6月 マイカーローンを先行したリモート相談試行開始
（長井支店―LC米沢、五所川原支店―LC青森間）

 台風 8号災害に対する災害ローン取扱開始
9月 「ろうきんビジョン」策定

2015年 1 月 「マイプラン（カード不発行型）」発売
3月 ローンセンター石巻・プライベートセンター（青森・

盛岡・秋田・仙台・山形・福島）を新設
4月 「夫婦連生団信」「ダブル・フラット」「フラット35（リ

フォーム一体型）」取扱開始
7月 「東北ろうきん友の会」設立
9月 台風 18号等大雨災害に対する災害ローン取扱開始
10月 「ろうきん教育ローン（カード型）」取扱開始

2016年 1 月 「ろうきん点字通知サービス」開始
 「遺言信託・遺産整理」取次業務開始

3月 「VIEW ALTTE（ビューアルッテ）ATM提携サービ
ス」開始

 「イーネット、LANｓとの提携ATM」利用拡大
4月 東北 6県生協連との「緊急災害対策等に係る相互

連携協定」締結
5月 熊本地震に対する災害ローン取扱開始
 「相続定期預金」取扱開始

7月 ろうきん団信付帯サービス「MY生活応援ネット」
導入

 「ヘルスケアサポート」サービス利用開始
10月 奨学金借換え融資制度新設
11月 青森東出張所を青森支店に再編成
12月 米沢支店新店舗オープン

2017年 1 月 「ろうきん iDeCo（個人型年金プラン）」取扱開始
  協同組合がユネスコの「無形文化遺産」に登録

2月 田島支店を南会津代理店に移行
3月 小国支店を小国代理店に移行
4月 「ひまわり認知症治療保険」取扱開始
 「イオン銀行との提携ATM」利用拡大
 「ネット口座振替受付サービス」取扱開始

6月 仙台東支店新店舗オープン
7月 秋田県内を中心とした大雨災害に対する災害ローン

取扱開始
8月 インターネット投資信託のサービス開始
10月 「たんぽぽ認知症治療保険」取扱開始

  スマートフォンによる口座開設アプリのサービス開始
12月 「お客さま本位の業務運営に関する取組方針」策定

2018年 1 月 「つみたてNISA」取扱開始
2月 大曲支店新店舗オープン
3月 角館支店を大曲支店に再編成
5月 大館支店新店舗オープン
 プライベートセンター大館オープン
 鹿角支店・鷹巣支店を大館支店に再編成
 一関支店新店舗オープン

6月 千厩支店を一関支店に再編成
7月 平成 30年 7月豪雨（西日本豪雨）災害に対する災

害救援ローンの取扱開始
8月 盛岡北支店新店舗オープン
9月 沼宮内支店を盛岡北支店に再編成
10月 お客さまサービスセンター開設

 マイプランWeb完結型を導入
2019年 2 月 富岡支店を平支店・原町支店に再編成

3月 「ろうきん SDGs 行動指針」策定
６月 山形県沖を震源とする地震に対する災害救援ローン

の取扱開始
8月 東北ろうきんコープローンの取扱開始
 令和元年 8月の前線に伴う大雨災害に対する災害
救援ローンの取扱開始

9月 令和元年台風第 15号の影響による停電に対する災

 10 月 東北労働金庫誕生
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内　　容月年 内　　容月年 内　　容月年 内　　容月年

当金庫のあゆみ
TOHOKU ROKIN DISCLOSURE 2022

当金庫のあゆみ
TOHOKU ROKIN DISCLOSURE 2022

11月 「NPO事業サポートローン」取扱開始
2008年 7 月 原町支店新店舗オープン

9月 「イオン銀行ATM提携サービス」開始
12月 「就職安定資金融資」取扱開始

2009年 2 月 「ろうきん緊急生活支援ローン（セーフティローン）」
取扱開始

3月 「ろうきん緊急離職者生活支援ローン（セーフティ
ローンⅡ）」取扱開始

 山形北支店新店舗オープン
4月 「労金住宅ローン専用火災共済」取扱開始
6月 久慈支店新店舗オープン
7月 インターネットバンキング利用手数料の無料化
8月 「訓練・生活支援資金制度」取扱開始
12月 中小企業等金融円滑化法施行

2010年 2 月 富岡支店新店舗オープン
3月 ローンセンター山形、ローンセンター平を開設
10月 視覚障がいのある方に対する窓口利用の振込手数

料を引下げ
11月 北上支店、ローンセンター北上新店舗オープン

2011年 2 月 石巻支店、長町支店新店舗オープン
3月 豪雪被害に対する災害ローン適用開始
 東日本大震災に対する「特別措置」開始、「特別災
害ローン」取扱開始

4月 福島西支店廃止、福島支店に統合
 秋田駅前支店廃止、秋田支店に統合
 山形南支店廃止、山形支店に統合

5月 東日本大震災に対する「特別災害ローンⅡ」「特別災
害ローン（不動産担保）」取扱開始

 ｢技能者育成資金融資制度｣取扱開始
 青森東支店を青森東出張所とし、青森支店に統合
 「復興支援定期預金」発売

8月 ローンセンター長町・ローンセンター福島を開設
 新潟・福島豪雨災害に対する災害ローン取扱開始
 住宅ローン+既存目的型ローン５００万円の導入
 インターネットバンキングによる住宅ローン繰上償
還手数料の無料化

10月 「相談会予約システム」の導入
 台風 15号災害に対する災害ローン取扱開始
 「求職者支援資金融資制度」取扱開始

11月 高田支店プレハブ店舗オープン
 水沢支店・江刺支店を統合し奥州支店を開設

2012年 2 月 1 月～ 2月大雪災害に対する災害ローン取扱開始
4月 「新マイプラン」取扱開始
 塩釜支店・多賀城支店を統合し新塩釜支店を開設
  強風災害に対する災害ローン取扱開始

8月 新「ドリームライン定期預金」発売
10月 社会貢献目的預金「ふれ愛預金」発売

 「東北ろうきん復興支援助成金制度」創設
2013年 4 月 ローンセンター郡山を開設

8月 秋田・岩手大雨被害に対する災害ローン取扱開始
10月 東北労働金庫創立 10周年記念祝賀会

2014年 1 月 「全国ろうきん新オンラインシステム（アール・ワン
システム）」スタート

 少額投資非課税制度「NISA（日本版ISA）」スタート
2月 「全期間固定金利型住宅ローン」発売
3月 「ドリームライン年金型（エース預金）」発売
4月 ローンセンター米沢、ローンセンター鶴岡、ローン

センター若松を開設
5月 福島県本部・福島支店・ローンセンター 福島新店

舗オープン
7月 ローンセンター泉を開設

1951年 10月 福島県労働金庫業務開始
12月 宮城労働金庫業務開始

1952年 8 月 秋田県労働金庫業務開始
11月 岩手労働金庫業務開始
12月 山形県労働金庫業務開始

1953年 9 月 青森県労働金庫業務開始
1955年 4 月 労働金庫連合会業務開始
1967年 10月 労働金庫基本理念決定
1972年 1 月 財形貯蓄制度発足「虹の預金」取扱開始
1979年 4 月 労金東北事務センター発足
1980年 10月 日本労働者信用基金協会設立
1982年 5 月 第 1次総合オンラインスタート
1984年 1 月 系統内為替取引業務開始
1985年 6 月 全国労金オンラインキャッシュサービス（ROCS）開始
1990年 7 月 全国キャッシュサービス（MICS）　　スタート
1991年 1 月 「サンデーバンキング」取扱開始
1992年 5 月 全国統一オンラインスタート
1994年 4 月 「国債の窓口販売業務」取扱開始
1996年 5 月 「ろうきん 21世紀への改革ビジョン」決定
1997年 5 月 労働金庫新理念決定
1998年 1 月 「郵貯ATM提携サービス」開始
1999年 8 月 「投信窓販業務」取扱開始
2000年 3 月 「デビットカードサービス」開始
2001年 3 月 「外貨宅配サービス」開始

6月 「東北 6労働金庫統合基本構想案」承認
10月 「インターネットモバイルバンキング」取扱開始

 「Epiカード」発売
2002年 3 月 「ろうきん新福祉定期預金」発売

6月 東北労働金庫「合併契約書」調印
9月 臨時総会（統合延期決定）

2003年 5 月 新オンラインシステムスタート
6月 東北労働金庫「合併契約書」再調印
 通常総会「東北労働金庫合併契約書」承認

9月 ろうきんプレスト倶楽部設立

2004年 1 月 「マルチペイメントネットワーク」業務開始
2月 黒石支店新店舗オープン
6月 「アイワイバンク銀行（現セブン銀行）ATM提携

サービス」開始
2005年 3月 「個人向け国債」取扱開始・「決済用預金」取扱開始

4月 ペイオフ全面解禁
2006年 1 月 「他行自動機手数料全額還元」スタート

 「四業態（労金、第二地銀、信金、信組）相互入金
制度」スタート

 「ろうきんフラット35」取扱開始
 「通帳不発行預金」取扱開始
 「住宅ローン火災保険の窓口販売業務」取扱開始

4月 「Keep1」発売
7月 「3大疾病保障特約+障害特約付住宅ローン」発売
 ろうきん 5R運動実施
 「育児支援ローン」発売

10月 鶴岡支店新店舗オープン
11月 山形支店新店舗オープン
12月 「アセットライン定期預金」発売

2007年 1 月 「ドリームライン定期預金」発売
3月 「スーパー Keep1」発売
4月 「固定金利選択住宅ローン（自動更新型）」取扱開始
6月 「マイプラン100」発売
7月 「インターネット東北支店」開設

害救援ローンの取扱開始
10月 令和元年台風第 19号に伴う災害に対する災害救援

ローンの取扱開始
 「ろうきんアプリ」の取扱開始
 「ろうきんダイレクト」インターネットバンキングお
よびろうきんインターネットバンキング（団体向け）
当日振込の取扱時間拡大

 10 店舗での窓口一時休業の試行開始
2020年 1月 スマホ決済サービス「LINE Pay」への口座登録開始

3月 11 店舗での窓口一時休業の本格導入
4月 スマホ決済サービス「J-Coin Pay」への口座登録

開始
 「新型コロナウイルス対応　ろうきん生活支援特別
融資」の取扱開始

 社会福祉協議会「緊急小口資金（特例貸付）」の取
次ぎ業務開始

5月 秋田市・盛岡市・宮城県・矢巾町との提携による
新型コロナウイルスに対応した自治体提携融資制度
の取扱開始

6月 大船渡支店新店舗オープン
 花巻市との提携による新型コロナウイルスに対応し
た自治体提携融資制度の取扱開始

7月 スマホ決済サービス「PayPay」への口座登録開始
 令和 2年 7月豪雨災害に対する災害救援ローンの
取扱開始

9月 郡山東支店仮店舗オープン
12月 横手市との提携による新型コロナウイルスに対応し

た自治体提携融資制度の取扱開始
2021 年 1 月 令和 3年 1月大雪災害に対する災害救援ローンの

取扱開始
2月 五所川原支店新店舗オープン
 令和 3年 2月福島県沖を震源とする地震に対する
災害救援ローンの取扱開始

4月 大船渡支店内「東北ろうきん　東日本大震災復興展
示室」一般公開開始

 秋田県との提携による新型コロナウイルスに対応し
た自治体提携融資制度の取扱開始

 「ろうきん後見制度支援預金」の取扱開始
 「マイプランパートナーズ」発売

5月 大船渡市との提携による新型コロナウイルスに対応
した自治体提携融資制度の取扱開始

6月 長井支店新店舗オープン
7月 令和 3年 7月 1日からの大雨による災害に係る災

害救援ローンの取扱い開始
8月 令和 3年台風第 9号から変わった温帯低気圧に伴

う大雨による災害に係る災害救援ローンの取扱い
開始

9月 Web完結型ローン（マイカー・フリー）の取扱開始
10月 団体会員限定変動金利型住宅ローン導入

 住宅ローン利用者への無担保ローン金利引下げ制
度開始

  スマホ決済サービス「Bank Pay」への口座登録
開始

2022 年 3 月 令和 4年福島県沖を震源とする地震による災害に
係る災害救援ローンの取扱い開始

4月 LGBTQに対応した融資商品の取扱開始
 ローン金利引下げ制度「サステナブルポイント」の
新設

5月 新たに23 店舗で窓口一時休業を導入（合計 34
店舗）

6月 マイカーローンを先行したリモート相談試行開始
（長井支店―LC米沢、五所川原支店―LC青森間）

 台風 8号災害に対する災害ローン取扱開始
9月 「ろうきんビジョン」策定

2015年 1 月 「マイプラン（カード不発行型）」発売
3月 ローンセンター石巻・プライベートセンター（青森・

盛岡・秋田・仙台・山形・福島）を新設
4月 「夫婦連生団信」「ダブル・フラット」「フラット35（リ

フォーム一体型）」取扱開始
7月 「東北ろうきん友の会」設立
9月 台風 18号等大雨災害に対する災害ローン取扱開始
10月 「ろうきん教育ローン（カード型）」取扱開始

2016年 1 月 「ろうきん点字通知サービス」開始
 「遺言信託・遺産整理」取次業務開始

3月 「VIEW ALTTE（ビューアルッテ）ATM提携サービ
ス」開始

 「イーネット、LANｓとの提携ATM」利用拡大
4月 東北 6県生協連との「緊急災害対策等に係る相互

連携協定」締結
5月 熊本地震に対する災害ローン取扱開始
 「相続定期預金」取扱開始

7月 ろうきん団信付帯サービス「MY生活応援ネット」
導入

 「ヘルスケアサポート」サービス利用開始
10月 奨学金借換え融資制度新設
11月 青森東出張所を青森支店に再編成
12月 米沢支店新店舗オープン

2017年 1 月 「ろうきん iDeCo（個人型年金プラン）」取扱開始
  協同組合がユネスコの「無形文化遺産」に登録

2月 田島支店を南会津代理店に移行
3月 小国支店を小国代理店に移行
4月 「ひまわり認知症治療保険」取扱開始
 「イオン銀行との提携ATM」利用拡大
 「ネット口座振替受付サービス」取扱開始

6月 仙台東支店新店舗オープン
7月 秋田県内を中心とした大雨災害に対する災害ローン

取扱開始
8月 インターネット投資信託のサービス開始
10月 「たんぽぽ認知症治療保険」取扱開始

  スマートフォンによる口座開設アプリのサービス開始
12月 「お客さま本位の業務運営に関する取組方針」策定

2018年 1 月 「つみたてNISA」取扱開始
2月 大曲支店新店舗オープン
3月 角館支店を大曲支店に再編成
5月 大館支店新店舗オープン
 プライベートセンター大館オープン
 鹿角支店・鷹巣支店を大館支店に再編成
 一関支店新店舗オープン

6月 千厩支店を一関支店に再編成
7月 平成 30年 7月豪雨（西日本豪雨）災害に対する災

害救援ローンの取扱開始
8月 盛岡北支店新店舗オープン
9月 沼宮内支店を盛岡北支店に再編成
10月 お客さまサービスセンター開設

 マイプランWeb完結型を導入
2019年 2 月 富岡支店を平支店・原町支店に再編成

3月 「ろうきん SDGs 行動指針」策定
６月 山形県沖を震源とする地震に対する災害救援ローン

の取扱開始
8月 東北ろうきんコープローンの取扱開始
 令和元年 8月の前線に伴う大雨災害に対する災害
救援ローンの取扱開始

9月 令和元年台風第 15号の影響による停電に対する災

 10 月 東北労働金庫誕生
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内　　容月年 内　　容月年 内　　容月年 内　　容月年

当金庫のあゆみ
TOHOKU ROKIN DISCLOSURE 2022

当金庫のあゆみ
TOHOKU ROKIN DISCLOSURE 2022

11月 「NPO事業サポートローン」取扱開始
2008年 7 月 原町支店新店舗オープン

9月 「イオン銀行ATM提携サービス」開始
12月 「就職安定資金融資」取扱開始

2009年 2 月 「ろうきん緊急生活支援ローン（セーフティローン）」
取扱開始

3月 「ろうきん緊急離職者生活支援ローン（セーフティ
ローンⅡ）」取扱開始

 山形北支店新店舗オープン
4月 「労金住宅ローン専用火災共済」取扱開始
6月 久慈支店新店舗オープン
7月 インターネットバンキング利用手数料の無料化
8月 「訓練・生活支援資金制度」取扱開始
12月 中小企業等金融円滑化法施行

2010年 2 月 富岡支店新店舗オープン
3月 ローンセンター山形、ローンセンター平を開設
10月 視覚障がいのある方に対する窓口利用の振込手数

料を引下げ
11月 北上支店、ローンセンター北上新店舗オープン

2011年 2 月 石巻支店、長町支店新店舗オープン
3月 豪雪被害に対する災害ローン適用開始
 東日本大震災に対する「特別措置」開始、「特別災
害ローン」取扱開始

4月 福島西支店廃止、福島支店に統合
 秋田駅前支店廃止、秋田支店に統合
 山形南支店廃止、山形支店に統合

5月 東日本大震災に対する「特別災害ローンⅡ」「特別災
害ローン（不動産担保）」取扱開始

 ｢技能者育成資金融資制度｣取扱開始
 青森東支店を青森東出張所とし、青森支店に統合
 「復興支援定期預金」発売

8月 ローンセンター長町・ローンセンター福島を開設
 新潟・福島豪雨災害に対する災害ローン取扱開始
 住宅ローン+既存目的型ローン５００万円の導入
 インターネットバンキングによる住宅ローン繰上償
還手数料の無料化

10月 「相談会予約システム」の導入
 台風 15号災害に対する災害ローン取扱開始
 「求職者支援資金融資制度」取扱開始

11月 高田支店プレハブ店舗オープン
 水沢支店・江刺支店を統合し奥州支店を開設

2012年 2 月 1 月～ 2月大雪災害に対する災害ローン取扱開始
4月 「新マイプラン」取扱開始
 塩釜支店・多賀城支店を統合し新塩釜支店を開設
  強風災害に対する災害ローン取扱開始

8月 新「ドリームライン定期預金」発売
10月 社会貢献目的預金「ふれ愛預金」発売

 「東北ろうきん復興支援助成金制度」創設
2013年 4 月 ローンセンター郡山を開設

8月 秋田・岩手大雨被害に対する災害ローン取扱開始
10月 東北労働金庫創立 10周年記念祝賀会

2014年 1 月 「全国ろうきん新オンラインシステム（アール・ワン
システム）」スタート

 少額投資非課税制度「NISA（日本版ISA）」スタート
2月 「全期間固定金利型住宅ローン」発売
3月 「ドリームライン年金型（エース預金）」発売
4月 ローンセンター米沢、ローンセンター鶴岡、ローン

センター若松を開設
5月 福島県本部・福島支店・ローンセンター 福島新店

舗オープン
7月 ローンセンター泉を開設

1951年 10月 福島県労働金庫業務開始
12月 宮城労働金庫業務開始

1952年 8 月 秋田県労働金庫業務開始
11月 岩手労働金庫業務開始
12月 山形県労働金庫業務開始

1953年 9 月 青森県労働金庫業務開始
1955年 4 月 労働金庫連合会業務開始
1967年 10月 労働金庫基本理念決定
1972年 1 月 財形貯蓄制度発足「虹の預金」取扱開始
1979年 4 月 労金東北事務センター発足
1980年 10月 日本労働者信用基金協会設立
1982年 5 月 第 1次総合オンラインスタート
1984年 1 月 系統内為替取引業務開始
1985年 6 月 全国労金オンラインキャッシュサービス（ROCS）開始
1990年 7 月 全国キャッシュサービス（MICS）　　スタート
1991年 1 月 「サンデーバンキング」取扱開始
1992年 5 月 全国統一オンラインスタート
1994年 4 月 「国債の窓口販売業務」取扱開始
1996年 5 月 「ろうきん 21世紀への改革ビジョン」決定
1997年 5 月 労働金庫新理念決定
1998年 1 月 「郵貯ATM提携サービス」開始
1999年 8 月 「投信窓販業務」取扱開始
2000年 3 月 「デビットカードサービス」開始
2001年 3 月 「外貨宅配サービス」開始

6月 「東北 6労働金庫統合基本構想案」承認
10月 「インターネットモバイルバンキング」取扱開始

 「Epiカード」発売
2002年 3 月 「ろうきん新福祉定期預金」発売

6月 東北労働金庫「合併契約書」調印
9月 臨時総会（統合延期決定）

2003年 5 月 新オンラインシステムスタート
6月 東北労働金庫「合併契約書」再調印
 通常総会「東北労働金庫合併契約書」承認

9月 ろうきんプレスト倶楽部設立

2004年 1 月 「マルチペイメントネットワーク」業務開始
2月 黒石支店新店舗オープン
6月 「アイワイバンク銀行（現セブン銀行）ATM提携

サービス」開始
2005年 3月 「個人向け国債」取扱開始・「決済用預金」取扱開始

4月 ペイオフ全面解禁
2006年 1 月 「他行自動機手数料全額還元」スタート

 「四業態（労金、第二地銀、信金、信組）相互入金
制度」スタート

 「ろうきんフラット35」取扱開始
 「通帳不発行預金」取扱開始
 「住宅ローン火災保険の窓口販売業務」取扱開始

4月 「Keep1」発売
7月 「3大疾病保障特約+障害特約付住宅ローン」発売
 ろうきん 5R運動実施
 「育児支援ローン」発売

10月 鶴岡支店新店舗オープン
11月 山形支店新店舗オープン
12月 「アセットライン定期預金」発売

2007年 1 月 「ドリームライン定期預金」発売
3月 「スーパー Keep1」発売
4月 「固定金利選択住宅ローン（自動更新型）」取扱開始
6月 「マイプラン100」発売
7月 「インターネット東北支店」開設

害救援ローンの取扱開始
10月 令和元年台風第 19号に伴う災害に対する災害救援

ローンの取扱開始
 「ろうきんアプリ」の取扱開始
 「ろうきんダイレクト」インターネットバンキングお
よびろうきんインターネットバンキング（団体向け）
当日振込の取扱時間拡大

 10 店舗での窓口一時休業の試行開始
2020年 1月 スマホ決済サービス「LINE Pay」への口座登録開始

3月 11 店舗での窓口一時休業の本格導入
4月 スマホ決済サービス「J-Coin Pay」への口座登録

開始
 「新型コロナウイルス対応　ろうきん生活支援特別
融資」の取扱開始

 社会福祉協議会「緊急小口資金（特例貸付）」の取
次ぎ業務開始

5月 秋田市・盛岡市・宮城県・矢巾町との提携による
新型コロナウイルスに対応した自治体提携融資制度
の取扱開始

6月 大船渡支店新店舗オープン
 花巻市との提携による新型コロナウイルスに対応し
た自治体提携融資制度の取扱開始

7月 スマホ決済サービス「PayPay」への口座登録開始
 令和 2年 7月豪雨災害に対する災害救援ローンの
取扱開始

9月 郡山東支店仮店舗オープン
12月 横手市との提携による新型コロナウイルスに対応し

た自治体提携融資制度の取扱開始
2021 年 1 月 令和 3年 1月大雪災害に対する災害救援ローンの

取扱開始
2月 五所川原支店新店舗オープン
 令和 3年 2月福島県沖を震源とする地震に対する
災害救援ローンの取扱開始

4月 大船渡支店内「東北ろうきん　東日本大震災復興展
示室」一般公開開始

 秋田県との提携による新型コロナウイルスに対応し
た自治体提携融資制度の取扱開始

 「ろうきん後見制度支援預金」の取扱開始
 「マイプランパートナーズ」発売

5月 大船渡市との提携による新型コロナウイルスに対応
した自治体提携融資制度の取扱開始

6月 長井支店新店舗オープン
7月 令和 3年 7月 1日からの大雨による災害に係る災

害救援ローンの取扱い開始
8月 令和 3年台風第 9号から変わった温帯低気圧に伴

う大雨による災害に係る災害救援ローンの取扱い
開始

9月 Web完結型ローン（マイカー・フリー）の取扱開始
10月 団体会員限定変動金利型住宅ローン導入

 住宅ローン利用者への無担保ローン金利引下げ制
度開始

  スマホ決済サービス「Bank Pay」への口座登録
開始

2022 年 3 月 令和 4年福島県沖を震源とする地震による災害に
係る災害救援ローンの取扱い開始

4月 LGBTQに対応した融資商品の取扱開始
 ローン金利引下げ制度「サステナブルポイント」の
新設

5月 新たに23 店舗で窓口一時休業を導入（合計 34
店舗）

6月 マイカーローンを先行したリモート相談試行開始
（長井支店―LC米沢、五所川原支店―LC青森間）

 台風 8号災害に対する災害ローン取扱開始
9月 「ろうきんビジョン」策定

2015年 1 月 「マイプラン（カード不発行型）」発売
3月 ローンセンター石巻・プライベートセンター（青森・

盛岡・秋田・仙台・山形・福島）を新設
4月 「夫婦連生団信」「ダブル・フラット」「フラット35（リ

フォーム一体型）」取扱開始
7月 「東北ろうきん友の会」設立
9月 台風 18号等大雨災害に対する災害ローン取扱開始
10月 「ろうきん教育ローン（カード型）」取扱開始

2016年 1 月 「ろうきん点字通知サービス」開始
 「遺言信託・遺産整理」取次業務開始

3月 「VIEW ALTTE（ビューアルッテ）ATM提携サービ
ス」開始

 「イーネット、LANｓとの提携ATM」利用拡大
4月 東北 6県生協連との「緊急災害対策等に係る相互

連携協定」締結
5月 熊本地震に対する災害ローン取扱開始
 「相続定期預金」取扱開始

7月 ろうきん団信付帯サービス「MY生活応援ネット」
導入

 「ヘルスケアサポート」サービス利用開始
10月 奨学金借換え融資制度新設
11月 青森東出張所を青森支店に再編成
12月 米沢支店新店舗オープン

2017年 1 月 「ろうきん iDeCo（個人型年金プラン）」取扱開始
  協同組合がユネスコの「無形文化遺産」に登録

2月 田島支店を南会津代理店に移行
3月 小国支店を小国代理店に移行
4月 「ひまわり認知症治療保険」取扱開始
 「イオン銀行との提携ATM」利用拡大
 「ネット口座振替受付サービス」取扱開始

6月 仙台東支店新店舗オープン
7月 秋田県内を中心とした大雨災害に対する災害ローン

取扱開始
8月 インターネット投資信託のサービス開始
10月 「たんぽぽ認知症治療保険」取扱開始

  スマートフォンによる口座開設アプリのサービス開始
12月 「お客さま本位の業務運営に関する取組方針」策定

2018年 1 月 「つみたてNISA」取扱開始
2月 大曲支店新店舗オープン
3月 角館支店を大曲支店に再編成
5月 大館支店新店舗オープン
 プライベートセンター大館オープン
 鹿角支店・鷹巣支店を大館支店に再編成
 一関支店新店舗オープン

6月 千厩支店を一関支店に再編成
7月 平成 30年 7月豪雨（西日本豪雨）災害に対する災

害救援ローンの取扱開始
8月 盛岡北支店新店舗オープン
9月 沼宮内支店を盛岡北支店に再編成
10月 お客さまサービスセンター開設

 マイプランWeb完結型を導入
2019年 2 月 富岡支店を平支店・原町支店に再編成

3月 「ろうきん SDGs 行動指針」策定
６月 山形県沖を震源とする地震に対する災害救援ローン

の取扱開始
8月 東北ろうきんコープローンの取扱開始
 令和元年 8月の前線に伴う大雨災害に対する災害
救援ローンの取扱開始

9月 令和元年台風第 15号の影響による停電に対する災

 10 月 東北労働金庫誕生
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